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【滋賀県運営適正化委員会事務局】 

 

１ 運営適正化委員会の運営 

   福祉サービスに関する苦情解決と福祉サービス利用援助事業（地域福祉権利擁護事業）の適正な

運営を確保するため、次のとおり委員会の運営を行った。 

 

（１）全体委員会の開催 

  開催日 令和 8年 3月 10日（火） 

  会 場 滋賀県立長寿社会福祉センター  

  議 事 運営適正化委員会の事業報告・次年度計画、今後の活動についての意見交換 等  

 

２ 福祉サービスの苦情解決 

 福祉サービス利用者等からの苦情の適切な解決を図るため、下記の通り合議体を開催し、解決方

法の検討等対応について協議を行った。 

 

（１）苦情解決合議体の開催（全６回） 

 日時 報告内容 

1 令和 7 年 5 月 20 日（火） 苦情新規案件3件、相談・問合せ案件13件 

２ 令和 7 年 7 月 31 日（木） 苦情新規案件6件、継続1件、相談・問合せ案件18件 

３ 令和 7 年 9 月 30 日（火） 苦情新規案件6件、継続2件 

４ 令和 7 年 11 月 18 日（火） 苦情新規案件2件、継続1件、虐待関連案件1件 

５ 令和 8 年 1 月 27 日（火） 苦情案件5件、相談案件4件、虐待関連継続1件 

６ 令和 8 年 3 月 10 日（火） 苦情案件6件 

 

（２）福祉サービスに関する苦情相談の受付状況（月別） 

    

   
苦情

受付  

苦 情 解 決 の 結 果（内訳） 
その他 

問合せ等 
合計 相談

助言 

紹介

伝達 

あっ

せん 
通知 

事情

調査 

申入

れ 
継続 

４月 ３  １     ２ ６ ９ 

５月 ４  ３     ２ １３ １７ 

６月 ２  １     ３ １１ １３ 
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７月 ４  ４     ３ ７ １１ 

８月 ３  ３     １ １５ １８ 

９月 ２ ２ １      １１ １３ 

10月 １  １      ２０ ２１ 

11月         １８ １８ 

12月         １１ １１ 

１月 ７  ７      １６ ２３ 

２月 ３  ２     １ １７ ２０ 

３月 １  １     １ １１ １２ 

合計 ３０ ２ ２４ ０ ０ ０ ０ １３ １５６ １８６ 

 

 

３ 福祉サービスの苦情解決に関する広報・啓発等 

   利用者、社会福祉事業の経営者等に対して、福祉サービスの苦情解決の仕組みや運営適正化委員会

の機能・役割を幅広く周知し、利用者側から相談をしやすい環境づくりを進めるために、広報啓発を

実施した。 

 

（１）県民向けの福祉サービスの苦情解決に関する広報啓発 

①リーフレット等広報資料を県内社会福祉施設・事業者、行政、市町社協等へ随時配布 

②県社協ホームページでの広報 

 

（２）福祉サービス施設巡回訪問の実施 

社会福祉サービスを提供している事業所・施設段階における苦情解決体制整備について状況を把握

し、適切な苦情解決を目的とした技術的援助を行うため、施設巡回訪問を実施。苦情対応状況の聞き取

りや、苦情解決体制等についての情報提供、助言等を行った。 

 

 期 日 対象（種別） 施設数 

１ 令 和７ 年 12 月 12 日 就労継続支援Ａ型事業所  1カ所 

2 令和 8 年 3 月 19 日 就労継続支援事業所   1か所 

 

（３）福祉サービス苦情解決研修会の開催 

事業所段階における苦情解決事業の充実を目的に、福祉サービス事業者が配置する苦情受付担当者、

苦情解決責任者、第三者委員等の苦情対応力向上に資する研修会を開催した。 
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福祉サービス苦情解決研修会 

【カスタマーハラスメント研修】 

期日 場所 講義内容 対象者 
参加者

数 

令和8年 

2月２５日 

 

14:00～

16:30 

滋賀県立長寿社

会福祉センター 

大教室 

 

【講義】 

講師 弁護士法人かなめ 所属弁護士 

前田 敏洋氏 

   

・カスタマーハラスメントの見分け方 

・カスタマーハラスメントが起きる原因 

・カスタマーハラスメントの具体的な事例 

・カスタマーハラスメントへの正しい対処法 

・カスタマーハラスメントを防止するための 

対処方法 

・福祉サービ

ス事業所の

苦情受付担

当者及び苦

情解決責任

者、管理的立

場の職員、管

理者 

・第三者委員 

・その他 

138名 

 

 

 

４ 地域福祉権利擁護事業の適正な運営の確保 

 

   市町社会福祉協議会が実施する地域福祉権利擁護事業の透明性・公正性の確保を図るため、運営監視 

合議体を下記のとおり開催し、必要に応じて実施主体に助言等を行った。 

 

（１）運営監視合議体の開催（全３回） 

 

 期日 主な内容 

１ 令和 7 年 5 月 1 日 

・令和６年度 地域福祉権利擁護事業運営監視（下半期）の助言事項 

に対する改善報告について  

・令和７年度 地域福祉権利擁護事業運営監視（上半期）の実施計画

について 

２ 令和 7 年 10 月 7 日 

・令和７年度 地域福祉権利擁護事業運営監視（上半期）の実施報告 

および助言事項について 

・令和７年度 地域福祉権利擁護事業運営監視（下半期）の実施計画 

について 

３ 令和 8 年 3 月 10 日 

・令和７年度 地域福祉権利擁護事業運営監視（上半期）の助言に対 

する改善報告について 

・令和７年度 地域福祉権利擁護事業運営監視（下半期）の実施報告 

および助言事項について 

・令和８年度 地域福祉権利擁護事業運営監視（上半期）の実施計画

について 
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（２）定期現地調査の実施 （調査対象１０社協） 

   豊郷町、草津市、長浜市（長浜センター、木之本センター）、高島市、野洲市、米原市、 

湖南市、東近江市、甲良町 

 

（３）地域福祉権利擁護事業の苦情案件への対応 

 


